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(14)新興感染症とは，これまでに知られておらず，最近になっ

て出現した感染症の総称． 
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１．はじめに 
 

寿命の延伸と出生率の低下に伴い，人口に占める高齢

者の割合は，今後世界的に増加すると予測されている1), 2)．

我が国においても，65歳以上人口の割合（高齢化率）は，

28.8％（2020年10月1日現在）となっており，2036年には

33.3％，2065年には38.4％となると予測され，2005年から

は世界的にも最も高い水準で推移している2)． 
災害による被害が高齢者に偏っていることは，世界保

健機関（World Health Organization；WHO）からも指摘さ

れている3)．例えば，ハリケーン・カトリーナの死者数

における65歳以上の割合は，約60％であると報告されて

いる4)．我が国においても，阪神・淡路大震災では，60
歳以上の死者数は3,732名（58.3％）5)，東日本大震災で

は65歳以上の死者数は10,270名（54.4％）と報告されてい

る6)．このように，高齢者の災害被害が多い理由は，加

齢に伴う身体的・認知的要因や，既存の社会的要因（社

会的不公平や社会的関係性の要因等）により，ネガティ

ブな影響を受けやすいためと考えられている7) ． 
高齢期には，上述の要因で災害時の脆弱性が増すこと
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は否めないが，これらの要因には個人差が大きいため，

高齢者への災害対策は，一律に考えることはできない．

しかしながら，高齢者の災害による脆弱性の軽減は必須

である．高齢者の災害対策を進めるためには， Tuohyら
も指摘しているように，地域高齢者(1)は，その年齢と社

会性に配慮した災害準備を行うことが重要であると考え

られる 8) ． 
緊急時に備えて行われる水や食料の備蓄や地震保険へ

の加入，避難に対する備え，防災情報の入手等，個人や

世帯で実施する災害への備えの実施については，disaster 
preparednessとして，多くの報告がなされている9)-14)など．

本研究では，disaster preparednessを「災害準備」とし，個

人で実施する災害への備え全般を指すこととする． 
地域高齢者の災害準備（disaster preparedness）について，

米国の大規模調査であるHealth and Retirement Studyの2010
年調査において，一連の報告がなされている9)-11)．Al-
Rousanは，加齢，身体障害，低い教育水準，低所得が，

災害準備にネガティブに関連していることを示し，医療

機関，公衆衛生，危機管理部門等の連携による問題解決

を提案している9)．また，Killianらは，高齢者は災害準備

が十分されてはいないこと，医療従事者の声かけは効果

があること，災害時に他者を助けた経験は，災害準備を

促進することを示した10)．CoxとKimは，高齢になるほど，

また身体機能低下や独居である場合に災害準備をしてい

ないこと，女性は災害準備をする傾向があることを示し

ている．さらに，低所得者層は高所得者層と比べて，ヒ

スパニック系は，黒人や白人より災害準備をしておらず，

黒人は低所得の場合に災害準備をしていないといった，

人種と災害準備の関連から，災害に脆弱なグループを特

定し，災害準備を促進するためのプログラムはマイノリ

ティと低所得な高齢者を対象とすべきとした11)． 
また，2019年に米国で行われた50歳から80歳の地域高

齢者2256名を対象としたWeb調査では，災害準備への独

居のネガティブな関連が報告された．そして，65歳以上

の高齢者は，50～64歳と比較して，水や食料の備蓄や薬

や医療機器の備蓄といった災害準備を実施していること

を示した．しかし，医療機器の利用者は24時間以上続く

停電に対処する自信がないこと等，個人の状況に応じた

介入の必要性を指摘している12)． 
以上の先行研究からは，災害準備には，性別，年齢，

人種，身体障害，教育歴，経済状況，独居が関連してい

ることが示された． 
我が国では，Hattoriらによる南海トラフ巨大地震が想

定される西日本沿岸地域の75歳以上の地域高齢者を対象

とした調査研究が行われている．この研究では，災害準

備を低下させる要因として，女性であること，認知機能

の低下，独居が報告されている．また，災害準備を促進

する要因としては，地域社会での親密な住民との交流に

効果があることを示している13)．さらに，認知症高齢者

は，「独居」「要介護」「移動支援」の特性を持つ場合

には，特に災害準備への支援が必要であることを報告し

ている14)．この調査では，訪問による丁寧な聞き取り調

査を行っているが，要介護者も含む75歳以上の高齢者が

対象であり，地域も限定されている． 
 そこで，本研究では，地域高齢者の大規模調査のデー

タを用いて，我が国における自立高齢者における災害準

備の状況とその関連要因を明らかにする．そして，地域

高齢者の災害準備を促進するための課題を示すことによ

り，地域高齢者の防災対策の向上に資することを目的と

する． 

２．方法 
 

分析データ

本研究は，日本老年学的評価研究（Japan Gerontological 
Evaluation Study； JAGES）プロジェクトが実施した

JAGES 2019 年度調査 (2)を用いた横断研究である．

JAGES2019 年度調査は，64 自治体の 65 歳以上の高齢者

を対象に，自記式，郵送（配布・回収）で実施された．

実施期間は 2019 年 11 月～2020 年 1 月，全回答者数は

367,640 名（回収率：52.4%）であった．このうち，防災

関連項目を含むバージョンの調査を実施した 24,353 名

（回収率：53.0%）から，個人属性の回答に欠損のない

18,879 名（男性：9,195 名，女性：9,684 名，有効回答

率：41.1％）を分析対象とした． 
なお，本調査は，国立長寿医療研究センター倫理審査

委員会，千葉大学倫理審査委員会，一般社団法日本老年

学的評価研究機構倫理審査委員会の承認を得て実施した．

本研究は，一般社団法日本老年学的評価研究機構で定め

られた本データの取り扱い事項を遵守し，匿名化したデ

ータで分析した． 
 

分析項目

災害準備の項目(3)として，①水や食料の備蓄，②家具

の固定，③地震保険への加入，④避難場所と経路の把握，

⑤地域の防災の話し合いへの参加を尋ねた．各災害準備

の質問文と選択肢を表１に示す． 
 

表 災害準備の質問文と選択肢 
 あなたの家では水や食料を何日分備蓄していますか．

備蓄していない／ ～ 日分／ ～ 日分／ 日分以上
 あなたの家では大きい家具や冷蔵庫を地震で倒れないように

固定していますか．
していない／しているが半分未満／半分以上している
／すべてしている

 あなたの住まいは地震保険・共済に加入していますか．
はい／いいえ

 あなたは地域の避難場所やそこまでの経路を把握しています
か．
避難場所・経路ともに把握している／避難場所のみ把握して
いる／把握していない

 あなたは地域の人と災害時の助け合いのための話し合いや計
画づくりを行う会に参加していますか．
月に 回以上／年に数回程度／年に 回以上／年に 回
未満／参加していない／そのような会はない・わからない

 
高齢者の属性は，性別，年齢，経済状況（1. 大変苦し

い～5. 大変ゆとりがある），教育年数，持ち家，IADL
（Instrumental Activities of Daily Living；手段的日常生活動

作）を用いた．IADLは，老研式活動能力指標(4) により測

定し，下位項目である手段的自立，知的能動性，社会的

役割を分析に用いた． 
 

分析方法

本研究では，地域高齢者の災害準備への関連要因をみ

るために，各災害準備と高齢者の属性，IADLについて，

クロス集計で災害準備の実施状況を示した．次に，変数

間の影響を取り除くため，各災害準備を従属変数とし，

高齢者の属性と IADL を独立変数として，全てを同時投
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関連項目を含むバージョンの調査を実施した 24,353 名

（回収率：53.0%）から，個人属性の回答に欠損のない

18,879 名（男性：9,195 名，女性：9,684 名，有効回答

率：41.1％）を分析対象とした． 
なお，本調査は，国立長寿医療研究センター倫理審査

委員会，千葉大学倫理審査委員会，一般社団法日本老年

学的評価研究機構倫理審査委員会の承認を得て実施した．

本研究は，一般社団法日本老年学的評価研究機構で定め

られた本データの取り扱い事項を遵守し，匿名化したデ

ータで分析した． 
 

分析項目

災害準備の項目(3)として，①水や食料の備蓄，②家具

の固定，③地震保険への加入，④避難場所と経路の把握，

⑤地域の防災の話し合いへの参加を尋ねた．各災害準備

の質問文と選択肢を表１に示す． 
 

表 災害準備の質問文と選択肢 
 あなたの家では水や食料を何日分備蓄していますか．

備蓄していない／ ～ 日分／ ～ 日分／ 日分以上
 あなたの家では大きい家具や冷蔵庫を地震で倒れないように

固定していますか．
していない／しているが半分未満／半分以上している
／すべてしている

 あなたの住まいは地震保険・共済に加入していますか．
はい／いいえ

 あなたは地域の避難場所やそこまでの経路を把握しています
か．
避難場所・経路ともに把握している／避難場所のみ把握して
いる／把握していない

 あなたは地域の人と災害時の助け合いのための話し合いや計
画づくりを行う会に参加していますか．
月に 回以上／年に数回程度／年に 回以上／年に 回
未満／参加していない／そのような会はない・わからない

 
高齢者の属性は，性別，年齢，経済状況（1. 大変苦し

い～5. 大変ゆとりがある），教育年数，持ち家，IADL
（Instrumental Activities of Daily Living；手段的日常生活動

作）を用いた．IADLは，老研式活動能力指標(4) により測

定し，下位項目である手段的自立，知的能動性，社会的

役割を分析に用いた． 
 

分析方法

本研究では，地域高齢者の災害準備への関連要因をみ

るために，各災害準備と高齢者の属性，IADLについて，

クロス集計で災害準備の実施状況を示した．次に，変数

間の影響を取り除くため，各災害準備を従属変数とし，

高齢者の属性と IADL を独立変数として，全てを同時投
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入するモデルで，先行研究 10), 12), 13), 14)と同様にロジステ

ィック回帰分析による検討を行った． 
ロジスティック回帰分析を行うにあたり，従属変数と

して，各災害準備の変数を以下のように 2 値（0，1）と

して用いた（「あり」を 1，「なし」を 0）．①水や食料

の備蓄では，1 日以上している場合を「あり」とした．

②家具等の固定は，「していない」を「なし」，それ以

外を「あり」とした．③地震保険への加入は，加入の場

合に「あり」とした．④避難場所と経路の把握は，避難

場所と経路をともに把握している場合を「あり」とした．

⑤地域の防災の話し合いへの参加は，参加したことがあ

る場合を「あり」とした． 
独立変数では，年齢は 75 歳未満と 75 歳以上（後期高

齢者），経済状況は「大変苦しい」「やや苦しい」を経

済的困難「あり」，「ふつう」～「大変ゆとりがある」

を「なし」，教育年数は 13 年未満と 13 年以上，住居の

状況は賃貸をリファレンスとし（持ち家「あり」，賃貸

「なし」），居住状況は独居をリファレンス（独居は

「あり」，同居を「なし」）とした．IADLは各項目が満

点の場合は低下なし，それ以外を低下ありとした．また，

独立変数として用いた変数間の相関係数は，いずれも絶

対値で0.256以下であり，多重共線性が生じるような強い

相関は認められないことを確認した(5)． 
統計分析には，IBM SPSS Statistics27 を用いた． 

 
 
３. 結果 
 

災害準備の現状

地域高齢者の災害準備の現場は下記のとおりであった． 
水や食料の備蓄では，備蓄なしが 31.0％，1～3 日分が

45.6％であった（図１）． 

 
図 水や食料の備蓄

 
家具等の固定では，固定をしていない高齢者が 56.1％

であった（図 2）． 

 
図 家具等の固定 

地震保険・共済への加入は，加入している高齢者が

64.5％であった（図 3）． 

図 地震保険・共済への加入 

避難場所と経路の把握は，避難場所と経路をともに把

握している高齢者が加入している高齢者が 58.8％，避難

場所のみ把握が 29.0％，知らないという回答も 12.2％で

あった（図 4）． 

図 避難場所と経路の把握 

地域の防災の話し合いの会への参加は，そのような会

はない・わからないと回答した高齢者が 36.2％，参加し

ていない高齢者が 39.6％と 8 割弱の高齢者が参加してい

なかった（図 5）． 

図 地域の防災の話し合いへの参加 

災害準備に関連する要因

水や食料の備蓄

水や食料の備蓄の有無と高齢者の属性，IADLとのクロ

ス集計を行った．その結果，水や食料の備蓄は，性別で

は女性，年齢では 75 歳未満，経済状況では困難でない場

合，教育年数では 13 年以上，住居の状況では持ち家，居

住状況では同居，IADLの手段的自立，知的能動性，社会

的役割を維持している場合に，実施割合が高いことが有

意に認められた（χ2検定；表 2）． 
次に，水や食料の備蓄の有無を従属変数，高齢者の属

性，IADLを独立変数として，ロジスティック回帰分析で

検討した．その結果，女性は男性に比べて 1.19 倍（OR 

75
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1.09; 表 3），教育年数が 13年以上では，13年未満と比べ

て 1.40 倍（OR 1.40; 表 3），持ち家に居住しているとそ

うでない人と比べて 1.33 倍（OR 1.33; 表 3），IADL の知

的能動性と社会的役割が維持されている高齢者は，低下

が見られる高齢者と比べて，それぞれ 1.54 倍，1.22 倍

（OR 1.54,1.22; 表 3）備蓄をしていることが明らかになっ

た．しかし，経済状況が困難な高齢者は 3 割弱（OR 0.73; 
表 3），独居高齢者は 2 割強（OR 0.89; 表 3），そうでは

ない高齢者と比較して備蓄をしていないことが示された． 

表 水や食料の備蓄と属性のクロス表 

表 水や食料の備蓄に関連する要因

ロジスティック回帰分析結果 

家具等の固定

家具等の固定の有無と高齢者の属性，IADLとのクロス

集計を行った．その結果，性別では有意な差が認められ

なかったが，年齢では 75 歳以上，経済状況では困難でな

い場合，教育年数では 13 年以上，住居の状況では持ち家，

居住状況では同居，IADLの手段的自立，知的能動性，社

会的役割を維持している場合に，家具等の固定の実施割

合が高いことが有意に認められた（χ2検定；表 4）．

次に，家具等の固定の有無を従属変数，高齢者の属性，

IADLを独立変数として，ロジスティック回帰分析で検討

した．その結果，75 歳以上の高齢者（後期高齢者）は 75
歳未満の高齢者（前期高齢者）と比べて 1.15 倍（OR 

1.15; 表 5），教育年数が 13年以上では，13年未満と比べ

て 1.29 倍（OR 1.29; 表 5），持ち家に居住しているとそ

うでない人と比べて 1.49 倍（OR 1.49; 表 5），IADL の知

的能動性と社会的役割が維持されている高齢者は，低下

が見られる高齢者と比べて，それぞれ 1.47 倍，1.16 倍

（OR 1.47, 1.16; 表 5），家具の固定をしていることが明

らかになった．しかし，経済的困難がある高齢者は 2 割

強（OR 0.78; 表 5），独居高齢者は 3 割（OR 0.70; 表 5），

そうではない高齢者と比較して家具の固定をしていない

ことが示された． 

表 家具等の固定と属性のクロス表 

表 家具の固定に関連する要因

ロジスティック回帰分析結果 

地震保険・共済への加入

地震保険・共済への加入状況の有無と高齢者の属性，

IADLとのクロス集計を行った．その結果，性別，年齢，

IADLの手段的自立には有意な差が認められなかった．経

済状況では困難でない場合，教育年数では 13 年以上，住

居の状況では持ち家，居住状況では同居，IADLの知的能

動性，社会的役割を維持している場合に，地震保険・共

済への加入の実施割合が高いことが有意に認められた

ｎ ％ ｎ ％ ｐ
性別 男性 33.0% 67.0%

女性 29.1% 70.9%
年齢 75歳未満 30.4% 69.6%

75歳以上 31.8% 68.2%
経済状況 困難ではない 28.5% 71.5%

困難 38.5% 61.5%
教育年数 13年未満 33.7% 66.3%

13年以上 25.3% 74.7%
住居の状況 賃貸等 41.3% 58.7%

持ち家 29.7% 70.3%
居住状況 同居 30.2% 69.8%

独居 35.5% 64.5%
手段的自立 低下 35.9% 64.1%

維持 30.6% 69.4%
知的能動性 低下 39.4% 60.6%

維持 26.8% 73.2%
社会的役割 低下 34.7% 65.3%

維持 27.1% 72.9%

なし 1日以上あり
水と食料の備蓄

性別 男性(Ref.)
女性

年齢 75歳未満(Ref.)
75歳以上

経済状況 困難ではない(Ref.)
困難

教育年数 13年未満(Ref.)
13年以上

住居の状況 賃貸等(Ref.)
持ち家

居住状況 同居(Ref.)
独居

IADL_手段的自立 低下(Ref.)
維持

IADL_知的能動性 低下(Ref.)
維持

IADL_社会的役割 低下(Ref.)
維持

ｎ ％ ｎ ％ ｐ
性別 男性 56.4% 43.6%

女性 55.8% 44.2%
年齢 75歳未満 57.3% 42.7%

75歳以上 54.7% 45.3%
経済状況 困難ではない 53.7% 46.3%

困難 63.3% 36.7%
教育年数 13年未満 58.7% 41.3%

13年以上 50.8% 49.2%
住居の状況 賃貸等 69.7% 30.3%

持ち家 54.4% 45.6%
居住状況 同居 54.4% 45.6%

独居 65.8% 34.2%
手段的自立 低下 59.8% 40.2%

維持 55.8% 44.2%
知的能動性 低下 64.4% 35.6%

維持 52.0% 48.0%
社会的役割 低下 59.4% 40.6%

維持 52.8% 47.2%

家具等の固定
なし あり

性別 男性(Ref.)
女性

年齢 75歳未満(Ref.)
75歳以上

経済状況 困難ではない(Ref.)
困難

教育年数 13年未満(Ref.)
13年以上

住居の状況 賃貸等(Ref.)
持ち家

居住状況 同居(Ref.)
独居

IADL_手段的自立 低下(Ref.)
維持

IADL_知的能動性 低下(Ref.)
維持

IADL_社会的役割 低下(Ref.)
維持

76
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1.09; 表 3），教育年数が 13年以上では，13年未満と比べ

て 1.40 倍（OR 1.40; 表 3），持ち家に居住しているとそ

うでない人と比べて 1.33 倍（OR 1.33; 表 3），IADL の知

的能動性と社会的役割が維持されている高齢者は，低下

が見られる高齢者と比べて，それぞれ 1.54 倍，1.22 倍

（OR 1.54,1.22; 表 3）備蓄をしていることが明らかになっ

た．しかし，経済状況が困難な高齢者は 3 割弱（OR 0.73; 
表 3），独居高齢者は 2 割強（OR 0.89; 表 3），そうでは

ない高齢者と比較して備蓄をしていないことが示された． 

表 水や食料の備蓄と属性のクロス表 

表 水や食料の備蓄に関連する要因

ロジスティック回帰分析結果 

家具等の固定

家具等の固定の有無と高齢者の属性，IADLとのクロス

集計を行った．その結果，性別では有意な差が認められ

なかったが，年齢では 75 歳以上，経済状況では困難でな

い場合，教育年数では 13 年以上，住居の状況では持ち家，

居住状況では同居，IADLの手段的自立，知的能動性，社

会的役割を維持している場合に，家具等の固定の実施割

合が高いことが有意に認められた（χ2検定；表 4）．

次に，家具等の固定の有無を従属変数，高齢者の属性，

IADLを独立変数として，ロジスティック回帰分析で検討

した．その結果，75 歳以上の高齢者（後期高齢者）は 75
歳未満の高齢者（前期高齢者）と比べて 1.15 倍（OR 

1.15; 表 5），教育年数が 13年以上では，13年未満と比べ

て 1.29 倍（OR 1.29; 表 5），持ち家に居住しているとそ

うでない人と比べて 1.49 倍（OR 1.49; 表 5），IADL の知

的能動性と社会的役割が維持されている高齢者は，低下

が見られる高齢者と比べて，それぞれ 1.47 倍，1.16 倍

（OR 1.47, 1.16; 表 5），家具の固定をしていることが明

らかになった．しかし，経済的困難がある高齢者は 2 割

強（OR 0.78; 表 5），独居高齢者は 3 割（OR 0.70; 表 5），

そうではない高齢者と比較して家具の固定をしていない

ことが示された． 

表 家具等の固定と属性のクロス表 

表 家具の固定に関連する要因

ロジスティック回帰分析結果 

地震保険・共済への加入

地震保険・共済への加入状況の有無と高齢者の属性，

IADLとのクロス集計を行った．その結果，性別，年齢，

IADLの手段的自立には有意な差が認められなかった．経

済状況では困難でない場合，教育年数では 13 年以上，住

居の状況では持ち家，居住状況では同居，IADLの知的能

動性，社会的役割を維持している場合に，地震保険・共

済への加入の実施割合が高いことが有意に認められた

ｎ ％ ｎ ％ ｐ
性別 男性 33.0% 67.0%

女性 29.1% 70.9%
年齢 75歳未満 30.4% 69.6%

75歳以上 31.8% 68.2%
経済状況 困難ではない 28.5% 71.5%

困難 38.5% 61.5%
教育年数 13年未満 33.7% 66.3%

13年以上 25.3% 74.7%
住居の状況 賃貸等 41.3% 58.7%

持ち家 29.7% 70.3%
居住状況 同居 30.2% 69.8%

独居 35.5% 64.5%
手段的自立 低下 35.9% 64.1%

維持 30.6% 69.4%
知的能動性 低下 39.4% 60.6%

維持 26.8% 73.2%
社会的役割 低下 34.7% 65.3%

維持 27.1% 72.9%

なし 1日以上あり
水と食料の備蓄

性別 男性(Ref.)
女性

年齢 75歳未満(Ref.)
75歳以上

経済状況 困難ではない(Ref.)
困難

教育年数 13年未満(Ref.)
13年以上

住居の状況 賃貸等(Ref.)
持ち家

居住状況 同居(Ref.)
独居

IADL_手段的自立 低下(Ref.)
維持

IADL_知的能動性 低下(Ref.)
維持

IADL_社会的役割 低下(Ref.)
維持

ｎ ％ ｎ ％ ｐ
性別 男性 56.4% 43.6%

女性 55.8% 44.2%
年齢 75歳未満 57.3% 42.7%

75歳以上 54.7% 45.3%
経済状況 困難ではない 53.7% 46.3%

困難 63.3% 36.7%
教育年数 13年未満 58.7% 41.3%

13年以上 50.8% 49.2%
住居の状況 賃貸等 69.7% 30.3%

持ち家 54.4% 45.6%
居住状況 同居 54.4% 45.6%

独居 65.8% 34.2%
手段的自立 低下 59.8% 40.2%

維持 55.8% 44.2%
知的能動性 低下 64.4% 35.6%

維持 52.0% 48.0%
社会的役割 低下 59.4% 40.6%

維持 52.8% 47.2%

家具等の固定
なし あり

性別 男性(Ref.)
女性

年齢 75歳未満(Ref.)
75歳以上

経済状況 困難ではない(Ref.)
困難

教育年数 13年未満(Ref.)
13年以上

住居の状況 賃貸等(Ref.)
持ち家

居住状況 同居(Ref.)
独居

IADL_手段的自立 低下(Ref.)
維持

IADL_知的能動性 低下(Ref.)
維持

IADL_社会的役割 低下(Ref.)
維持
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（χ2検定；表 6）． 
次に，地震保険・共済への加入の有無を従属変数，高

齢者の属性，IADLを独立変数として，ロジスティック回

帰分析で検討した．その結果，教育年数では有意な差が

認められなかったが，持ち家の高齢者は，そうでない高

齢者の 3.97 倍（OR 3.97; 表 7），IADL の知的能動性，社

会的役割が維持されていると，それぞれ 1.16 倍，1.33 倍

（OR 1.16, 1.33; 表 7），加入していることが示された．

年齢では 75 歳以上は 1 割弱（OR 0.93; 表 7），経済的困

難は 2 割（OR 0.80; 表 7），独居は 2 割強（OR 0.75; 表
7），IADL の知的能動性が維持されている高齢者は 1 割

強（OR 0.85; 表 7），そうではない高齢者と比較して加入

していないことが示された． 
 

表 地震保険・共済への加入と属性のクロス表 

表 地震保険・共済への加入に関連する要因

ロジスティック回帰分析結果 

避難場所と経路の把握

避難場所と経路の把握について，高齢者の属性との関

連を検討した．まず，避難場所と経路の把握と高齢者の

属性とのクロス集計を行った．その結果，性別では男性，

年齢では 75 歳以上，経済状況では困難でない場合，教育

年数では 13 年以上，住居の状況では持ち家，居住状況で

は同居，IADLの手段的自立，知的能動性，社会的役割を

維持している場合に，避難場所と経路の把握の実施割合

が高いことが有意に認められた（χ2検定；表 8）． 
次に，避難場所と経路の把握の有無を従属変数，高齢

者の属性，IADLを独立変数として，ロジスティック回帰

分析で検討した．その結果，75 歳以上の高齢者（後期高

齢者）は 75 歳未満の高齢者（前期高齢者）と比べて 1.12
倍（OR 1.12; 表 9），持ち家に居住している高齢者とそう

でない人と比べて 1.50 倍（OR 1.50; 表 9），IADL の手段

的自立，知的能動性と社会的役割が維持されている高齢

者は，低下が見られる高齢者と比べて，それぞれ 1.19 倍，

1.35 倍，1.48 倍（OR 1.19, 1.35, 1.48; 表 9），避難場所と

経路の把握をしていることが明らかになった．しかし，

女性は男性と比べて約 2 割（OR 0.81; 表 9），経済的困難

がある高齢者は 2 割弱（OR 0.82; 表 9），独居高齢者は 1
割弱（OR 0.91; 表 9），そうではない高齢者と比較して，

避難場所と経路の把握していないことが示された． 

表 避難場所と経路の把握と属性のクロス表 

表 避難場所と経路の把握に関連する要因

ロジスティック回帰分析結果 

地域の防災の話し合いへの参加

地域の防災の話し合いへの参加について，高齢者の属

性との関連を検討した．まず，地域の防災の話し合いへ

ｎ ％ ｎ ％ ｐ
性別 男性 35.6% 64.4%

女性 35.4% 64.6%
年齢 75歳未満 34.9% 65.1%

75歳以上 36.2% 63.8%
経済状況 困難ではない 32.8% 67.2%

困難 43.5% 56.5%
教育年数 13年未満 36.0% 64.0%

13年以上 34.4% 65.6%
住居の状況 賃貸等 68.5% 31.5%

持ち家 31.4% 68.6%
居住状況 同居 33.3% 66.7%

独居 48.1% 51.9%
手段的自立 低下 33.7% 66.3%

維持 35.6% 64.4%
知的能動性 低下 40.4% 59.6%

維持 33.1% 66.9%
社会的役割 低下 39.7% 60.3%

維持 31.1% 68.9%

地震保険・共済への加入
なし あり

性別 男性(Ref.)
女性

年齢 75歳未満(Ref.)
75歳以上

経済状況 困難ではない(Ref.)
困難

教育年数 13年未満(Ref.)
13年以上

住居の状況 賃貸等(Ref.)
持ち家

居住状況 同居(Ref.)
独居

IADL_手段的自立 低下(Ref.)
維持

IADL_知的能動性 低下(Ref.)
維持

IADL_社会的役割 低下(Ref.)
維持

ｎ ％ ｎ ％ ｐ
性別 男性 39.8% 60.2%

女性 42.6% 57.4%
年齢 75歳未満 42.3% 57.7%

75歳以上 39.8% 60.2%
経済状況 困難ではない 39.2% 60.8%

困難 47.1% 52.9%
教育年数 13年未満 42.2% 57.8%

13年以上 39.2% 60.8%
住居の状況 賃貸等 54.0% 46.0%

持ち家 39.6% 60.4%
居住状況 同居 40.3% 59.7%

独居 46.6% 53.4%
手段的自立 低下 47.1% 52.9%

維持 40.7% 59.3%
知的能動性 低下 48.5% 51.5%

維持 37.6% 62.4%
社会的役割 低下 46.6% 53.4%

維持 35.6% 64.4%

避難場所と経路の把握
なし あり

性別 男性(Ref.)
女性

年齢 75歳未満(Ref.)
75歳以上

経済状況 困難ではない(Ref.)
困難

教育年数 13年未満(Ref.)
13年以上

住居の状況 賃貸等(Ref.)
持ち家

居住状況 同居(Ref.)
独居

IADL_手段的自立 低下(Ref.)
維持

IADL_知的能動性 低下(Ref.)
維持

IADL_社会的役割 低下(Ref.)
維持
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の参加と高齢者の属性とのクロス集計を行った．その結

果，教育年数には有意な差が認められなかった．性別で

は男性，年齢では 75 歳以上，経済状況では困難でない場

合，住居の状況では持ち家，居住状況では同居，IADLの

手段的自立，知的能動性，社会的役割を維持している場

合に，地域の防災の話し合いへの参加の実施割合が有意

に高いことが認められた（χ2検定；表 10）． 
次に，地域の防災の話し合いへの参加を従属変数とし

て，高齢者の属性との関連をロジスティック回帰分析で

検討した．その結果，75 歳以上の高齢者（後期高齢者）

は 75 歳未満の高齢者（前期高齢者）と比べて 1.77 倍

（OR 1.77; 表 11），持ち家に居住している高齢者とそう

でない高齢者と比べて 1.50 倍（OR 1.50; 表 11），IADL
の手段的自立，知的能動性と社会的役割が維持されてい

る高齢者は，低下が見られる高齢者と比べて，それぞれ

1.21 倍，1.37 倍，2.03 倍（OR 1.21, 1.37, 2.03; 表 11）参加

していることが明らかになった．しかし，女性は男性と

比べて 4 割弱（OR 0.63; 表 11）地域の防災の話し合いへ

の参加割合が低いことが示された． 
 
表 地域の防災の話し合いへの参加と属性のクロス表 

表 地域の防災の話し合いへの参加に関連する要因

ロジスティック回帰分析結果 

結果のまとめ

地域高齢者の災害準備には，経済的困難や独居が「避

難場所や経路の把握」以外の災害準備にネガティブな関

連を示した．持ち家に居住していることは災害準備にポ

ジティブな影響が認められた．また，女性は男性と比べ

て「水や食料の備蓄」は実施しているが，「避難場所と

経路の把握」や「地域の防災の話し合いへの参加」とい

った地域での災害準備への参加が低い傾向が示された．

さらに，75 歳以上の後期高齢者は，前期高齢者と比べて，

「水や食料の備蓄」以外の災害準備の実施割合が高かっ

た． 
IADLでは，知的能動性と社会的役割の低下があると，

「水や食料の備蓄」以外の災害準備を実施しない傾向が

認められた．さらに，手段的自立の低下は，「避難場所

と経路の把握」や「地域の防災の話し合いへの参加」と

いった地域との関わりが必要な災害準備とネガティブな

関連が認められた． 

４．考察

災害準備の現状把握について

本研究では，地域高齢の災害準備の現状把握を試みた．

そこで，災害準備の現状について，兵庫県の「第 4 回県

民モニターアンケート 防災に対する意識と取組み」

（2022 年実施）15) （以下，兵庫県調査）と内閣府が 2017
年に実施した「防災に関する世論調査」16) （以下，内閣

府調査）の調査における類似項目の結果について考察し

た(4)． 
兵庫県調査では，「家具等の固定」をしている人は

49.2％，「飲料水や食料品の備蓄」をしている人は

77.4％で，本研究では「家具等の固定」は 43.9％とやや

低く，「水や食料の備蓄」69.0％と低い割合を示した．

兵庫県調査は，阪神・淡路大震災の経験がある人が

81.7％を占めており，その経験がこれらを実施している

人の割合が高いことに影響していると推察された．しか

し，兵庫県調査が兵庫県在住・在勤・在学の 18 歳以上の

全年齢を対象としているが，本調査は，64自治体の 65歳
以上の地域高齢者が対象であるため，調査結果には居住

地域や年代コホート等による影響が生じている可能性が

考えられるため，結果の解釈に留意する必要がある． 
内閣府調査では，「大地震に備えて」実施しているこ

ととして，「地震保険の加入」は 46.1％，「食料や飲料

水・日用品等の準備」は 45.7％，「家具・家電等の固定」

は 40.6％，「避難場所を決めている」は 38.8％と報告さ

れていた．この調査では，年代別の集計結果も公表され

ている．60～69 歳，70 歳以上のそれぞれの割合は，「地

震保険の加入」は 51.6％，49.2％，「食料や飲料水・日

用品等の準備」は 47.6％，40.8％，「家具・家電等の固

定」は 41.6％，37.9％，「避難場所を決めている」は

36.8％，32.2％であった． 
「地震保険の加入」の本研究の結果は 64.5％と，内閣

府調査と比べて高かった．しかし，75 歳以上の後期高齢

者において，クロス集計では加入割合が低い傾向があり

（p=0.064，表 6），性別や経済状況等を統制したロジス

ティック回帰分析では有意に高かった（p=0.024，表 7）．

内閣府調査との年齢区分が異なるが，前期高齢者と比べ

て後期高齢者での加入割合が低くなるという傾向は同様

であると考えられる． 

ｎ ％ ｎ ％ ｐ
性別 男性 73.1% 26.9%

女性 78.4% 21.6%
年齢 75歳未満 77.0% 23.0%

75歳以上 74.3% 25.7%
経済状況 困難ではない 75.1% 24.9%

困難 77.9% 22.1%
教育年数 13年未満 76.1% 23.9%

13年以上 75.2% 24.8%
住居の状況 賃貸等 85.7% 14.4%

持ち家 74.6% 25.4%
居住状況 同居 75.1% 24.9%

独居 79.6% 20.4%
手段的自立 低下 80.2% 19.8%

維持 75.4% 24.6%
知的能動性 低下 81.5% 18.5%

維持 73.0% 27.0%
社会的役割 低下 82.0% 18.0%

維持 69.2% 30.8%

地域の防災の話し合いへの参加
なし あり

性別 男性(Ref.)
女性

年齢 75歳未満(Ref.)
75歳以上

経済状況 困難ではない(Ref.)
困難

教育年数 13年未満(Ref.)
13年以上

住居の状況 賃貸等(Ref.)
持ち家

居住状況 同居(Ref.)
独居

IADL_手段的自立 低下(Ref.)
維持

IADL_知的能動性 低下(Ref.)
維持

IADL_社会的役割 低下(Ref.)
維持
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の参加と高齢者の属性とのクロス集計を行った．その結

果，教育年数には有意な差が認められなかった．性別で

は男性，年齢では 75 歳以上，経済状況では困難でない場

合，住居の状況では持ち家，居住状況では同居，IADLの

手段的自立，知的能動性，社会的役割を維持している場

合に，地域の防災の話し合いへの参加の実施割合が有意

に高いことが認められた（χ2検定；表 10）． 
次に，地域の防災の話し合いへの参加を従属変数とし

て，高齢者の属性との関連をロジスティック回帰分析で

検討した．その結果，75 歳以上の高齢者（後期高齢者）

は 75 歳未満の高齢者（前期高齢者）と比べて 1.77 倍

（OR 1.77; 表 11），持ち家に居住している高齢者とそう

でない高齢者と比べて 1.50 倍（OR 1.50; 表 11），IADL
の手段的自立，知的能動性と社会的役割が維持されてい

る高齢者は，低下が見られる高齢者と比べて，それぞれ

1.21 倍，1.37 倍，2.03 倍（OR 1.21, 1.37, 2.03; 表 11）参加

していることが明らかになった．しかし，女性は男性と

比べて 4 割弱（OR 0.63; 表 11）地域の防災の話し合いへ

の参加割合が低いことが示された． 
 
表 地域の防災の話し合いへの参加と属性のクロス表 

表 地域の防災の話し合いへの参加に関連する要因

ロジスティック回帰分析結果 

結果のまとめ

地域高齢者の災害準備には，経済的困難や独居が「避

難場所や経路の把握」以外の災害準備にネガティブな関

連を示した．持ち家に居住していることは災害準備にポ

ジティブな影響が認められた．また，女性は男性と比べ

て「水や食料の備蓄」は実施しているが，「避難場所と

経路の把握」や「地域の防災の話し合いへの参加」とい

った地域での災害準備への参加が低い傾向が示された．

さらに，75 歳以上の後期高齢者は，前期高齢者と比べて，

「水や食料の備蓄」以外の災害準備の実施割合が高かっ

た． 
IADLでは，知的能動性と社会的役割の低下があると，

「水や食料の備蓄」以外の災害準備を実施しない傾向が
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と経路の把握」や「地域の防災の話し合いへの参加」と

いった地域との関わりが必要な災害準備とネガティブな
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災害準備の現状把握について

本研究では，地域高齢の災害準備の現状把握を試みた．
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（2022 年実施）15) （以下，兵庫県調査）と内閣府が 2017
年に実施した「防災に関する世論調査」16) （以下，内閣

府調査）の調査における類似項目の結果について考察し

た(4)． 
兵庫県調査では，「家具等の固定」をしている人は

49.2％，「飲料水や食料品の備蓄」をしている人は

77.4％で，本研究では「家具等の固定」は 43.9％とやや

低く，「水や食料の備蓄」69.0％と低い割合を示した．

兵庫県調査は，阪神・淡路大震災の経験がある人が

81.7％を占めており，その経験がこれらを実施している

人の割合が高いことに影響していると推察された．しか

し，兵庫県調査が兵庫県在住・在勤・在学の 18 歳以上の

全年齢を対象としているが，本調査は，64自治体の 65歳
以上の地域高齢者が対象であるため，調査結果には居住

地域や年代コホート等による影響が生じている可能性が

考えられるため，結果の解釈に留意する必要がある． 
内閣府調査では，「大地震に備えて」実施しているこ

ととして，「地震保険の加入」は 46.1％，「食料や飲料

水・日用品等の準備」は 45.7％，「家具・家電等の固定」

は 40.6％，「避難場所を決めている」は 38.8％と報告さ

れていた．この調査では，年代別の集計結果も公表され

ている．60～69 歳，70 歳以上のそれぞれの割合は，「地

震保険の加入」は 51.6％，49.2％，「食料や飲料水・日

用品等の準備」は 47.6％，40.8％，「家具・家電等の固

定」は 41.6％，37.9％，「避難場所を決めている」は

36.8％，32.2％であった． 
「地震保険の加入」の本研究の結果は 64.5％と，内閣

府調査と比べて高かった．しかし，75 歳以上の後期高齢

者において，クロス集計では加入割合が低い傾向があり

（p=0.064，表 6），性別や経済状況等を統制したロジス

ティック回帰分析では有意に高かった（p=0.024，表 7）．

内閣府調査との年齢区分が異なるが，前期高齢者と比べ

て後期高齢者での加入割合が低くなるという傾向は同様

であると考えられる． 
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女性 78.4% 21.6%
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経済状況 困難ではない 75.1% 24.9%
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住居の状況 賃貸等 85.7% 14.4%
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本研究における「水や食料の備蓄」は 69.0％と，内閣

府調査における「食料や飲料水・日用品等の準備」の

45.7％より高い割合であった．また，本研究の結果から

は，前期高齢者と後期高齢者の違いもわずかであり（表

2），ロジスティック回帰分析では有意な差はなくなるこ

と（表 3）も示された．これらは内閣府調査に日用品が
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準備から女性が参加することは必要であり，参加を促進

していくことは，今後の課題である． 

本研究の意義と限界について

本研究では，地域高齢者の災害準備について，大規模

データによる分析を行った．これまで，我が国における

自立高齢者の災害準備の大規模調査による研究はなく，

本研究で初めて，その現状を示すことができた．また，

災害準備への関連要因を明らかにし，日本の地域高齢者

の状況と合わせて検討することで，今後の地域の防災対

策の促進に資する知見を示すことができた． 
しかしながら，本研究で用いたデータは，全国の代表

性があるサンプリングではなく，必ずしも日本全体の状

況を反映しているとはいえない．今後は地域差も考慮し

た分析が必要となると考えられる．これらは，本研究の

限界であるといえる．また，今回の分析では，災害準備

とジェンダーや地域ネットワークとの関連について，よ

り詳細な分析の必要性が示されたが，本研究においては

深掘りする分析は行っていない． 今後は，さらにテーマ

を絞った研究として，分析を進めることで，地域高齢者

の災害準備の促進するために，さらなる示唆が得られる

と考えられる． 
 
 
補 注 

(1) 本論文で用いる「地域高齢者」は地域で生活している高齢

者を指し，施設への入所をしている高齢者と区別する． 
(2) 本研究で用いた JAGES 2019年度調査データは，要支援・要

介護認定を受けていない自立高齢者を対象としたデータセ

ットである． 
(3) 今回の分析に用いた質問項目は，地域高齢者が必要とする

災害への準備について，主に地域防災を専門とする研究者

と老年学の研究者が参加する JAGES 研究会のワークショッ

プで検討した結果について，さらに地域防災等の災害研究

の研究者 4 名が検討を重ねて作成したものである． 
(4) 老研式活動能力指標 (IADL)は，ADL（Activities of Daily 

Living；日常生活動作）の測定ではとらえられない高次の

生活能力を評価するために開発された 13 項目の多次元尺度．

これらの尺度は，「手段的自立」（項目 1～5）「知的能動

性」(項目 6～9）「社会的役割」(項目 10～13）の３つの活

動能力を測定する．それぞれの質問項目について，「はい」

という回答に 1 点，「いいえ」という回答に 0 点を与え，

単純に加算して合計得点を算出し 20)，変数として用いた． 
老研式活動能力指標を下記に示す．なお，ここでは，補

注_表 1 として各項目のみを示したが，本尺度の標準化され

た手続きでは，先に下記の設問文を提示し，その後に，補

注_表 1 の質問項目を記して，各項目について回答を求める．

本研究は，この手続きの通りに実施した． 
 
【設問文】
毎日の生活についてうかがいます．以下の質問のそれぞれについて，
「はい」「いいえ」のいずれかに○をつけて，お答えください．

補補注注 表表 ．．老老研研式式活活動動能能力力指指標標のの質質問問項項目目

(5) ロジスティック回帰分析に用いた独立変数間の相関を下記

に示す． 
 

補補注注_表表 2．．ロロジジスステティィッックク回回帰帰分分析析にに用用いいたた独独立立変変数数のの相相関関 

 
相関係数は Spearman の順位相関係数 
** ：1% 水準で有意 (両側)  
 
(6) これらの調査は，本研究で用いた調査項目と類似の項目が

含まれていること，サンプリングに留意し，それが明確に

示された大規模調査で，対象者に高齢者が含まれており，

調査実施時期が近いことから，本研究結果の考察に用いた．

ただし，両調査とも，質問文や選択肢は全く同じではない

ため，考察は限定的である． 

謝辞

本研究で使用したデータは，JSPS 科研（JP15H01972），厚生

労働科学研究費補助金（H28-長寿-一般 002），国立研究開発法

人日本医療開発機構（ AMED ）長寿科学研究開発事業

(JP18dk0110027, JP18ls0110002, JP18le0110009, JP20dk0110034, 
JP21lk0310073, JP21dk0110037)，国立研究開発法人国立長寿医療

研究センター長寿医療研究開発費（29-42, 30-22, 20-19, 21-20），

国立研究開発法人科学技術振興機構 (OPERA, JPMJOP1831)，革

新的自殺研究推進プログラム（1-4），公益財団法人笹川スポー

年齢 経済状況 教育年数 住宅の状況 居住状況 手段的
自立

知的
能動性

相関係数
有意確率
度数
相関係数
有意確率
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相関係数
有意確率
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相関係数
有意確率
度数
相関係数
有意確率
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有意確率
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知的
能動性

社会的
役割

年齢

経済
状況

教育
年数

住宅の
状況

居住
状況

手段的
自立

１．バスや電車を使って一人で外出できますか
２．日用品の買い物ができますか
３．自分で食事の用意ができますか
４．請求書の支払いができますか
５．銀行預金・郵便貯金の出し入れが自分でできますか
６．年金などの書類が書けますか
７．新聞を読んでいますか
８．本や雑誌を読んでいますか
９．健康についての記事や番組に関心がありますか
．友だちの家を訪ねることがありますか
．家族や友だちの相談にのることがありますか
．病人を見舞うことができますか
． 若い人に自分から話しかけることがありますか
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有意確率
度数
相関係数
有意確率
度数
相関係数
有意確率
度数
相関係数
有意確率
度数
相関係数
有意確率
度数
相関係数
有意確率
度数
相関係数
有意確率
度数

知的
能動性

社会的
役割

年齢

経済
状況

教育
年数

住宅の
状況

居住
状況

手段的
自立

１．バスや電車を使って一人で外出できますか
２．日用品の買い物ができますか
３．自分で食事の用意ができますか
４．請求書の支払いができますか
５．銀行預金・郵便貯金の出し入れが自分でできますか
６．年金などの書類が書けますか
７．新聞を読んでいますか
８．本や雑誌を読んでいますか
９．健康についての記事や番組に関心がありますか
．友だちの家を訪ねることがありますか
．家族や友だちの相談にのることがありますか
．病人を見舞うことができますか
． 若い人に自分から話しかけることがありますか
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ツ財団，公益財団法人健康・体力づくり事業財団，公益財団法

人ちば県民保健予防財団，公益財団法人 8020 推進財団令和元年

度 8020 公募研究事業（採択番号：19-2-06），公益財団法人明治

安田厚生事業団等の助成を受けて，JAGES プロジェクトによっ

て実施・整備されたものである．記して深謝します．  
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